
法令及び当社定款第19条の規定により、上記の事項につきましては、イ
ンターネット上の当社ホームページ（https://www.eidai.com/）に掲載
することにより、株主の皆様に提供しております。

第88回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第８８期
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

「業務の適正を確保するための体制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況 」

「 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 」

「 連 結 注 記 表 」

「 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 」

「 個 別 注 記 表 」



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社

の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとおりです。

①当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

イ．当社及び子会社（以下、「当社グループ」という）の全ての取締役及び従業員

は、社会規範、倫理、法令などの厳守により、公正かつ適切な経営の実現と市民

社会との調和を図る。この実践のため、「永大産業グループ企業行動憲章」及び

「永大産業グループ コンプライアンス・マニュアル」を制定し、取締役は率先

垂範して会社全体の企業倫理の遵守及び浸透を図る。

ロ．「コンプライアンス委員会規程」に基づき、社長を委員長、顧問弁護士を委員に

含むコンプライアンス委員会を設置し、年２回の委員会で、推進方針の策定と発

生した問題に対する検証及び再発防止策を協議する。

ハ．総務部法務コンプライアンス室が当社グループにおけるコンプライアンスの推

進・統括を担い、コンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。

ニ．各部門にコンプライアンス責任者を配置し、コンプライアンス活動の具体的対策

並びにコンプライアンス教育を実施する。法務コンプライアンス室はこれらの活

動状況を確認し、コンプライアンス委員会に報告を行う。

ホ．内部監査室は法務コンプライアンス室と連携して、各部門の業務活動が適正に遂

行されているかを監査し、不適切な事項を発見した場合には、改善の勧告・指導

を行うとともに法務コンプライアンス室へ報告する。

ヘ．「内部通報者保護規程」に基づき、内部通報の窓口を法務コンプライアンス室と

社外の顧問弁護士事務所に設置し、通報した人が不利益な処遇を受けないよう適

切な運用を行う。

②当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役の職務の執行にかかる情報（取締役会議事録、稟議書等）は文書（電磁的

記録を含む）によって保存する。

ロ．その取扱いについては「文書取扱規程」に基づき、適切に保存及び管理を行い、

必要に応じて常時閲覧可能な状態にする。

③当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．「経営危機管理規程」に基づき、当社グループのあらゆるリスクに備えた損失の

未然防止と、事故発生時の被害を極小化するために適切な対応を図る。
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ロ．事故発生時には、原則として社長を本部長とする対策本部を設置し、当社グルー

プでの連携を図りながら顧問弁護士や専門家の意見を参考に損害の拡大を防止す

ることで、迅速に危機の解決並びに回避を図る。

④当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は毎月１回の定例取締役会と必要に応じて開催する臨時取締役会に重要事項

を付議する。付議すべき重要事項については「取締役会規則」、「決裁権限基

準」に規定する。子会社においても「取締役会規則」、「決裁権限基準」を定

め、重要事項については定例取締役会及び臨時取締役会に付議する。

ロ．取締役会においては、重要事項についての意思決定を行うほか、当社グループの

経営方針及び経営戦略について中長期的な見地から建設的な議論を行う。その

他、経営陣の意思疎通と情報共有の円滑化のために執行役員会議等を開催し、迅

速かつ的確な判断を下す体制を整える。

ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については「組織職制規程」、「業務分掌規

程」に基づき、これを執行する。

ニ．社外取締役が会計や監査にかかる情報を適切に収集できるように、監査役は、社

外取締役・会計監査人・内部監査室と「監査連絡会」を定期的に開催して情報共

有と意見交換を行う。

⑤当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社は「関係会社管理規程」

に基づいて当社グループ全体を統合した経営を行う体制を構築する。

ロ．当社の取締役を子会社の担当に任命する。当該取締役は常に担当する子会社の経

営状態を掌握し、必要な場合には重要事案に参画し助言・協力を行う。

ハ．当該取締役は、担当する子会社から月次決算書を始め経営上の重要な資料・情報

を提出させ、社長及び関係役員に状況を報告する。

ニ．当社の監査役又は取締役が子会社の監査役を兼務する。また、「内部監査規程」

に基づき、当社の内部監査室が定期的に子会社の内部監査を実施する。

⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性

と監査役からの指示の実効性の確保に関する体制

イ．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合には、専任の監査

役補助者を配置する。

ロ．当該従業員の任命、異動については監査役の意見を十分考慮したうえで決定す

る。

ハ．補助期間内における当該従業員への指示・命令・評価は監査役が行うものとす

る。
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⑦当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

イ．当社グループの取締役及び従業員は、法定事項のほか、当社グループに重大な影

響を及ぼす事項や、取締役の職務執行に関する不正行為や法令・定款違反行為が

発生した事実もしくは発生する可能性がある場合には、監査役に都度報告する体

制を構築する。

ロ．監査役は、必要に応じていつでも、当社グループの取締役及び従業員に対して上

記内容の報告を求めることができる。

ハ．内部通報制度によって通報された事項のうち、必要な事項については、法務コン

プライアンス室から監査役に報告を行う。

ニ．通報者が当該通報をしたことを理由としていかなる不利な取扱いも受けないよ

う、通報者保護の厳正な運用を図る。

⑧監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役は、各部門の往査報告書を関係取締役及び社長に提出し監査結果の報告を

行う。また、監査役は定期的に社長と監査内容について話し合い、意見交換を実

施する。

ロ．社内の重要稟議書は決裁後全て監査役に回付され、問題点があれば関係者に指摘

がなされ、監査役意見が実効する仕組みとする。また、監査役は必要に応じてい

つでも取締役及び従業員に報告を求めることができる。

ハ．監査役は、会計監査人及び内部監査室と、それぞれ期初に監査方針、監査計画等

を打ち合わせるほか、定期的な会合等によって緊密な連携を図り、監査の実効性

を高めることとする。また、社外取締役との意見交換等を通じて、社外取締役と

適切に連携する。

ニ．「内部監査規程」により、内部監査室は年間スケジュールに沿って各部門の業務

内容を監査し、監査結果は必要に応じて監査役に報告する。

⑨監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する体制

監査役がその職務の執行をするために必要な費用または債務は、監査役からの請求

に基づき、当社が速やかに支出する。

⑩反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制

イ．当社グループは反社会的勢力に対しては、取引を含めた一切の関係を遮断し、裏

取引や資金提供を絶対に行わないことを基本とし、排除に向けては、組織的な対

応、外部専門機関との連携及び有事における法的対応を基本原則とする。

ロ．この体制を構築するため、統括部門である法務コンプライアンス室が「反社会的

勢力排除マニュアル」に基づき、組織体制を始めとした取り組みの具体的内容に

ついて、全ての従業員に周知徹底を図っていくものとする。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度における主な運用状況の概要は以下のとおりです。

①コンプライアンス

・総務部法務コンプライアンス室では、計画的な社員研修をはじめ、月次でコンプライ

アンス事項の啓蒙活動を展開するほか、当該事項についての社員の理解度を確認して

おります。また、内部監査室と連携して特定部署への教育・指導を適宜行い、法令遵

守意識の維持・向上を図っております。

・社内外に設置した内部通報窓口では、実際の通報に対して適切に対応し、法務コンプ

ライアンス室はすべての通報内容と対応結果をコンプライアンス委員会及び監査役へ

報告しました。また、「内部通報者保護規程」に基づき、当該通報者が不利益な処遇

を受けないよう厳正に対処しました。

・なお、コンプライアンス委員会における議事の内容はすべて取締役会へ報告しており

ます。

②リスク管理

・当社及び子会社では、それぞれ「大規模災害発生時の初動対応マニュアル」を策定

し、有事における従業員の安否確認をはじめとする災害対策訓練を定期的に実施する

など、地震や台風などの自然災害に備えました。また、当社グループにおいて大規模

災害が発生した場合、対策本部を設置しグループ全体で迅速な対応ができる体制を強

化しました。

・このほか、新型コロナウイルスの感染状況に応じて、国や各自治体の対応を踏まえ、

「新型コロナウイルス対策のガイドライン」を策定し、社内感染を最小限に抑えつ

つ、事業活動を継続しました。

③取締役の職務執行体制

・定例取締役会を毎月開催し、重要事項にかかる審議と執行決議を行うとともに、当社

グループの経営方針及び経営戦略について建設的な議論を行いました。

・執行役員会議では、取締役会で決議された事項の業務執行状況を確認しました。

・当社の取締役は、担当する子会社における重要事案の決定に参画するとともに、当該

子会社の業務執行を監視・監督しました。また、子会社の経営上の重要な資料・情報

は、当社の社長、取締役及び監査役に提出し内容を報告しました。

④監査役による監査体制

・監査役は、往査報告書を作成し、社長及び取締役に監査結果を報告しました。また、

社長と定期的に会合し、監査内容その他について意見交換を行いました。

・監査役は、年２回開催する「監査連絡会」を通じて社外取締役、会計監査人及び内部

監査室と緊密に連携しました。
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( 自 2021年４月１日
至 2022年３月31日 )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

株主資本
合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,285 1,370 36,829 △820 40,664

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △530 △530

親会社株主に帰属する当期純利益 389 389

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度中の変動額合計 － － △141 － △141

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,285 1,370 36,688 △820 40,522

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益累計

額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,538 162 △63 1,637 △90 42,210

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △530

親会社株主に帰属する当期純利益 389

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

△55 15 59 18 △287 △268

当連結会計年度中の変動額合計 △55 15 59 18 △287 △409

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,482 177 △3 1,656 △377 41,801

連結株主資本等変動計算書
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連  結  注  記  表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　４社

・連結子会社の名称　　　　　永大小名浜株式会社

Eidai Vietnam Co.,Ltd.

ＥＮボード株式会社

関東住設産業株式会社

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　永大スタッフサービス株式会社

永大テクノサポート株式会社

PT. Eidai Industries Indonesia

・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算

書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　１社

・会社の名称　　　　　　　　エヌ・アンド・イー株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・会社の名称　　　　　　　　永大スタッフサービス株式会社

永大テクノサポート株式会社

PT. Eidai Industries Indonesia

・持分法を適用しない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており

ます。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、Eidai Vietnam Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算

書類作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。
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ロ．子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

・市場価格のない株式等

以外のもの

・市場価格のない株式等

　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

　　移動平均法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　　（リース資産を除く）

　　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外

連結子会社は定額法を採用しております。

　　ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１

日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び

構築物については、定額法によっております。

・所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係

るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取決めがある場合は当該残価保証額）とする

定額法を採用しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）

ハ．その他有価証券

ニ．棚卸資産

・製品、仕掛品　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

・原材料　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

　　（リース資産を除く）　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

ハ．リース資産

ニ．長期前払費用　　　　　　　　　均等償却しております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

ハ．環境対策引当金　　　　　　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法」に基づくＰＣＢ処理費用等の

支出に備えるため、今後発生することとなる支出見

込額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

は以下のとおりであります。

当社及び連結子会社は、住宅資材及び木質ボードの製造、販売を主たる事業としてお

り、顧客との契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、製品等を引き渡す一時点において、顧客が製品に対する支配を獲得

して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

製品等の販売は国内の顧客に対するものであり、「収益認識に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準第30号 2021年３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用

し、製品の出荷から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である

ことから、製品を出荷した時点で収益を認識しております。また、顧客との契約におい

て約束された対価から値引き及びリベート等を控除しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含まれておりません。

⑤　のれんの償却に関する事項

　2010年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんは、その効果の発現

する期間にわたって均等に償却することとしております。ただし、金額が僅少な場合

は、発生年度で一括償却しております。

⑥　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しており

ます。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．連結納税制度の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から連結納税制度を適用してお

ります。

ロ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグルー

プ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法

律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行およびグ

ループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する

取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果

会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）

第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の

税法の規定に基づいています。

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人

税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ

通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  

2021年８月12日）を適用する予定であります。

２．会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首より適用し、約束した財又はサービス

の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額

で収益を認識することとしております。
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これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました顧客に支払われる販売

手数料及び営業外費用に計上しておりました売上割引を売上高から控除しております。ま

た、有償支給取引において、従来は有償支給した原材料等について消滅を認識しておりま

したが、当該取引において買い戻す義務を負っていることから、有償支給した原材料等に

ついて消滅を認識しないことといたしました。なお、当該取引において支給品の譲渡に係

る収益は認識しておりません。

収益認識会計基準の適用については、「収益認識会計基準」第84項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

これらの結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高248百万円、販売

費及び一般管理費141百万円及び営業外費用107百万円がそれぞれ減少しております。これ

に伴い営業利益が107百万円減少しておりますが、経常利益及び税金等調整前当期純利益

に与える影響はありません。また、資産の部の売掛金258百万円、製品１百万円、仕掛品

11百万円、原材料及び貯蔵品401百万円がそれぞれ増加し、負債の部の流動負債その他に

有償支給取引に係る負債463百万円、返金負債308百万円をそれぞれ計上しております。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来

にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありませ

ん。

また、「７．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等

に関する事項等の注記を行うことといたしました。
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当連結会計年度

繰延税金資産 40

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 39,376百万円

３．重要な会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産は、将来発生し得る課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、未使用

の税務上の繰越欠損金および将来減算一時差異のうち回収可能と判断される金額を計上

しております。

将来発生し得る課税所得の見積りは、新型コロナウイルス感染症の影響及び地政学リ

スクの高まりに伴う資源価格の上昇や円安の進行による原材料価格の高騰を合理的に織

り込んだ事業計画を基礎として行っておりますが、これらの事象が想定より長期化した

場合、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なることにより、翌連結会

計年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える

可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) 財務制限条項

当社の連結子会社であるＥＮボード株式会社の「1年内返済予定の長期借入金」のう

ち、12,100百万円について、財務制限条項が付されており、当該条項の内容は次のとおり

であります。

①2020年３月期以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の

部の金額を、直前の決算期の末日における純資産の部の金額の75％以上に維持するこ

と。

②2020年３月期以降、各年度の決算期における連結損益計算書の営業損益を２期連続し

て損失とならないようにすること。

なお、当連結会計年度末において、②の財務制限条項に抵触しておりますが、取引銀行

より期限の利益喪失に係る権利を行使しないことについての合意を得ております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 46,783千株 －千株 －千株 46,783千株

・配当金の総額 265百万円

・１株当たり配当額 6.0円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月28日

・配当金の総額 265百万円

・１株当たり配当額 6.0円

・基準日 2021年９月30日

・効力発生日 2021年12月３日

・配当金の総額 265百万円

・１株当たり配当額 6.0円

・基準日 2022年３月31日

・効力発生日 2022年６月27日

５．連結損益計算書に関する注記

固定資産売却益に関する注記

固定資産売却益の主なものは、賃貸用不動産の譲渡に係るものであります。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

（ⅰ）2021年６月25日開催の第87回定時株主総会決議による配当に関する事項

（ⅱ）2021年11月22日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの

　　2022年６月24日開催予定の第88回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資等の必要な資金に対し、自己資金及び金融機関等からの

借入にて充当しており、一時的な余裕資金は主に流動性の高い金融資産で運用してお

ります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権並びに売掛金は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。また、投資有価証券は、主に満期保有目的の債券並びに業務上の関係

を有する企業の株式、その他有価証券であり、市場価格を有するものは、その変動リ

スクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月

以内の支払期日であり、一部外貨建の営業債務については、為替の変動リスクに晒さ

れております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は与信管理規程に従い、営業債権について、各営業部門及び営業本部が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

　連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っており

ます。

　満期保有目的の債券は、社債を中心として、有価証券運用管理規程に従い運用し

ております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に市場価格や発行体（取引先企業）の財務状況

を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を定期的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部門からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　連結子会社においても同様の管理を行っております。
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 投資有価証券 4,366 4,359 △6

資産計 4,366 4,359 △6

(1) 1年内返済予定の長期借入金 15,100 15,097 △2

(2) 長期借入金 105 102 △2

負債計 15,205 15,200 △4

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 1,246

④　信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち35％が特定の大口顧客に

対するものであります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。

また、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛

金」、「電子記録債務」、「未払金」、「短期借入金」については、短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお

ります。

２．市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当

該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 6,598 － － －

受取手形 456 － － －

電子記録債権 4,861 － － －

売掛金 14,069 － － －

投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － 1,000 － －

合計 25,986 1,000 － －

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

短期借入金 8,810 － － －

1年内返済予定の長期借入金 15,100 － － －

長期借入金 － － 105 －

合計 23,910 － 105 －

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

４．借入金の連結決算日後の返済予定額

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 3,366 － － 3,366

資産計 3,366 － － 3,366

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － 993 － 993

資産計 － 993 － 993

１年内返済予定の長期借入金 － 15,097 － 15,097

長期借入金 － 102 － 102

負債計 － 15,200 － 15,200

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場

価格とは認められないため、取引先金融機関から提示された価格によって評価しレ

ベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント

その他
（注）

合計
住宅資材 木質ボード

計
建材分野 内装分野 住設分野

パーティクル

ボード分野

顧客との契約
から生じる収益 23,949 23,802 6,381 5,180 59,314 34 59,349

その他の収益 － － － － － 95 95

外部顧客への
売上高 23,949 23,802 6,381 5,180 59,314 129 59,444

(1) １株当たり純資産額 954円38銭

(2) １株当たり当期純利益 8円80銭

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。

８．収益認識基準に関する注記

(1) 収益の分解情報
（単位：百万円）

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動

産有効活用事業及び太陽光発電事業を含んでおります。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　

(4) 会計方針に関する事項　④　重要な収益及び費用の計上基準」に記載の内容と同

一であります。

９．１株当たり情報に関する注記

（ 17 ）



( 自 2021年４月１日
至 2022年３月31日 )

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 3,285 1,357 256 31,400 △505 31,151

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △530 △530

当 期 純 利 益 832 832

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 302 302

当 期 末 残 高 3,285 1,357 256 31,400 △203 31,453

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 △820 34,973 1,538 36,511

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △530 △530

当 期 純 利 益 832 832

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

△55 △55

当 期 変 動 額 合 計 － 302 △55 246

当 期 末 残 高 △820 35,275 1,482 36,758

株主資本等変動計算書
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②　子会社株式及び関連会社株式 　移動平均法による原価法

・市場価格のない株式等

以外のもの

・市場価格のない株式等

　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

　　移動平均法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物付属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。

②　無形固定資産

　　（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係

るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保

証の取決めがある場合は当該残価保証額）とする定額

法を採用しております。

個  別  注  記  表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）

③　その他有価証券

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　製品、仕掛品　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

②　原材料　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

③　貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

④　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却しております。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計上しておりま

す。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しており、数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

④　環境対策引当金　　　　　　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」に基づくＰＣＢ処理費用等の支出

に備えるため、今後発生することとなる支出見込額を

計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ

ります。

当社は、住宅資材及び木質ボードの製造、販売を主たる事業としており、顧客との契約

に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、製品等を引き渡す一時点において、顧客が製品に対する支配を獲得し

て充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
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製品等の販売は国内の顧客に対するものであり、「収益認識に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準第30号 2021年３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、

製品の出荷から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であることか

ら、製品を出荷した時点で収益を認識しております。また、顧客との契約において約束さ

れた対価から値引き及びリベート等を控除しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素

は含まれておりません。

(6) その他計算書類作成のための重要な事項

①　連結納税制度の適用

当社は、当事業年度から連結納税制度を適用しております。

②　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなり

ます。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において

創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体

納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ

の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31

日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延

税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び

地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  2021年８

月12日）を適用する予定であります。

２．会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首より適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することとしております。
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これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました顧客に支払われる販売

手数料及び営業外費用に計上しておりました売上割引を売上高から控除しております。ま

た、有償支給取引において、従来は有償支給した原材料等について消滅を認識しておりま

したが、当該取引において買い戻す義務を負っていることから、有償支給した原材料等に

ついて消滅を認識しないことといたしました。なお、当該取引において支給品の譲渡に係

る収益は認識しておりません。

収益認識会計基準の適用については、「収益認識会計基準」第84項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

これらの結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高248百万円、販売費及

び一般管理費141百万円及び営業外費用107百万円がそれぞれ減少しております。これに伴

い営業利益が107百万円減少しておりますが、経常利益及び税引前当期純利益に与える影

響はありません。また、資産の部の売掛金258百万円、製品１百万円、仕掛品11百万円、

原材料及び貯蔵品545百万円がそれぞれ増加し、負債の部の流動負債その他に有償支給取

引に係る負債607百万円、返金負債308百万円をそれぞれ計上しております。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．重要な会計上の見積りに関する注記

 繰延税金資産

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

個別注記表「７．税効果会計に関する注記」に記載の金額と同一であります。

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「３．重要な会計上の見積りに関する注記 繰延税金資産」に記載の内容

と同一であります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 32,763百万円

　　ＥＮボード株式会社 12,100百万円

　　短期金銭債権 511百万円

　　短期金銭債務 3,561百万円

　　売上高 3百万円

　　営業費用 10,789百万円

　　営業取引以外の取引高 30百万円

普通株式 2,588千株

４．貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記

 関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産

税務上の繰越欠損金（注） 1,056百万円

退職給付引当金 641百万円

関係会社株式評価損 433百万円

減損損失 111百万円

投資有価証券評価損 119百万円

賞与引当金 114百万円

その他 150百万円

繰延税金資産小計 2,627百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △874百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,355百万円

評価性引当額小計 △2,229百万円

繰延税金資産合計 397百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 493百万円

繰延税金負債合計 493百万円

繰延税金負債の純額 96百万円

1年超5年以内
（百万円）

5年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠損金(※) － 1,056 1,056

評価性引当額 － △874 △874

繰延税金資産 － 182 182

（注） 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

　
（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属性
会社等
の名称

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末
残高

（百万円）

子会社
永大

小名浜㈱
所有

直接100.0

当社仕様製
品の仕入等

役員の兼任

材料の支給等 953
売掛金

未収入金

0

95

製品の仕入等 3,974
買掛金

未払金

425

1,156

関連
会社

エヌ・
アンド・
イー㈱

所有
直接30.0

材料の仕入

役員の兼任
材料の仕入 1,805

買掛金

未払金

164

507

子会社
ＥＮ

ボード㈱
所有

直接65.0

資金の貸付

債務保証

役員の兼任

資金の貸付 6,035

関係会社

短期貸付金
195

関係会社

長期貸付金
5,840

債務保証 12,100 － －

(1) １株当たり純資産額

(2) １株当たり当期純利益

831円72銭

18円84銭

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①材料の支給及び製品、材料の仕入については、市場価格から算定した価格に基づ

き、双方協議の上、決定しております。

②貸付金の利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

③債務保証については、ＥＮボード㈱の金融機関との取引に対して保証を行ったもの

であります。なお、保証料の受取は行っておりません。

９．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(5)　収益及び費用の計上

基準」に記載の内容と同一であります。

１０．１株当たり情報に関する注記
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